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配慮が必要な児童生徒への対応 

障がいのある生徒、日本語指導が必要な児童生徒、海外から帰国した児童生徒など、学校生活に

おいて配慮が必要な児童生徒に対しては、特に、一人ひとりの状況やニーズに応じた進路選択等に

係る情報を提供する必要があります。 

入学者選抜における配慮が認められる条件には、小学校在籍時の支援状況や、編転入時期などが

大きく関わります。そのため、小学校在籍時も含め、早い時期（入学時・転入時・編入時）から配

慮が必要な児童生徒の状況を学校組織の中で共有し、必要な情報を集め、提供していくことが重要

です。 

大阪府公立高等学校入学者選抜における配慮（令和６年度入学者選抜）  

大阪府公立高等学校入学者選抜においては、障がいのある生徒、日本語指導が必要な帰国生徒等

に対して受験上の配慮を実施しています。また、日本語指導が必要な帰国生徒・外国人生徒入学者

選抜及び海外から帰国した生徒の入学者選抜があります。対象となる生徒がいる場合は、配慮申請

にあたって必要な書類を確認した上で、早い時期から生徒や保護者に情報提供しましょう。具体的

な配慮が必要になる可能性のある生徒がいる場合には、管理職の先生を通じて所管の市町村教育委

員会へ早めに相談することも大切です。 

（１）障がいのある生徒に対する配慮事項 

 種類 対象者 

1 学力検査時間の延長 

 点字による教育を受けている者 

 強度の弱視者で、良い方の眼の矯正視力が 0.15 未満の者 

 体幹の機能障がいにより座位を保つことができない者又は困難

な者 

 両上肢機能障がいが著しい者 

 その他、障がい等の状況により、学力検査時間の延長を必要とす

ると認められる者 

2 代筆回答 障がいの状況により、筆記することが不可能又は困難な者 

3 介助者の配置 障がいの状況により、受験に際して介助を必要とする者 

4 問題用紙等の変更 

 点字による教育を受けている者 

 障がい等の状況により、通常の学力検査問題用紙等による解答

が困難な者 

5 
英語リスニングテストの

筆答テストによる代替 

原則として、両耳の聴力レベル（裸耳）が 30 デシベル以上の者で、

補聴器等を使用しても語音が明瞭に聞き取れない者 

6 物品の持込み 

学力検査の実施にあたって、実施細目により必ず携行するもの又は

携行してもよいものと定めたもの以外の物品の持込みを必要とす

る者 

※実技検査における配慮は、検査のねらいを損なわない範囲で、学力検査に準じて行われます。 

８ 大阪府公立高等学校入学者選抜における 
配慮が必要な児童生徒への情報提供について 
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（２）日本語指導が必要な帰国生徒等に対する配慮事項 

※実技検査における配慮は、検査のねらいを損なわない範囲で、学力検査に準じて行われます。 

 

大阪府公立高等学校入学者選抜における特別な選抜方法（令和 6 年度選抜） 

（１）海外から帰国した生徒の入学者選抜 

【対象者】原則として、外国において継続して２年以上在留し、帰国後２年以内の者。 

【申 請】外国の在留期間及び帰国時期を証明する書類が必要です。 

（２）日本語指導が必要な帰国生徒・外国人生徒入学者選抜 

【対象者】原則として、中国等から帰国した者又は外国籍を有する者で、小学校第４学年以

上の学年に初めて編入学した者その他特別な事情があり府教育委員会が本選抜

に志願することが適当であると認めた者。 

【申 請】大阪府教育委員会へ受験資格の申請が必要です。申請〆切は、毎年 11 月下旬で

す。早めに所管の市町村教育委員会に相談してください。 

（１）（２）の学力検査等の内容は、一般入学者選抜とは異なります。詳しくは、入学者選抜実施要

項等で確認しましょう。 

※〈資料編〉の 47 ページには、知的障がい生徒自立支援コース、共生推進教室、職業学科を設

置する知的障がい高等支援学校、府立支援学校高等部の情報も掲載しています。（出願には療

育手帳の写し等が必要です。） 

 種類 対象者 

1 学力検査時間の延長 

原則として、中国等から帰国した者又は外国籍を有する者で、小学

校第１学年以上の学年に初めて編入学した者 

その他特別な事情がある者 

2 辞書の持込み 
「１ 学力検査時間の延長」が認められた日本語指導が必要な帰

国生徒等で、左記の内容を必要とする者 3 学力検査問題へのルビ打ち 

4 キーワードの外国語併記 

5 
自己申告書の代筆又は 

日本語以外の使用 

原則として、外国において継続して２年以上在留し、帰国後２年以

内の者で、自己申告書の代筆を必要とする者 

（１）（２）の配慮事項の申請について 

（１）（２）の配慮を受ける場合には、大阪府教育委員会の承認が必要です。また、

病気等の場合についての配慮もあります。詳しくは、所管の市町村教育委員会に

問い合わせてください。申請〆切は、11 月下旬となっています。 


